
（様式第１号）

補助金等交付申請書

令和６年５月１０日

秋 田 県 知 事 あて

住 所 秋田市山王○－○－○

商号又は名称 株式会社○○○

代表者職氏名 [役職]代表取締役 [氏名]○○ ○○

商業・サービス産業経営革新事業費補助金（省エネ設備更新枠）実施要領第６条に定める

申請をします。

１ 補 助 金 等 の 名 称 商業・サービス産業経営革新事業費補助金

（省エネ設備更新枠）

２ 補 助 金 等 申 請 額 ５，１３３，０００ 円

３ 補助事業等の実施期間 令和６年８月１日 ～ 令和７年２月２８日

＜注意＞

本補助金においては、現在営んでいる事業の業種が商業・サービス産業経営革新事業費

補助金（省エネ設備更新枠）実施要領に定める別表１に該当する業種のほか、日本標準産業

分類（平成２５年１０月改訂）大分類Ｅ（製造業）に該当する場合、補助対象外となります。

応募日を記載してください。

個人事業主の場合、住民票住所を記載し

てください。

補助対象経費の 2/3の金額（千円
未満は切り捨て）を記載してくだ

さい。



提出書類

№ ﾁｪｯｸ 書類名

1 ○ （様式第１号）補助金等交付申請書

2 ○ （様式第２号）事業計画書

2-1 ○

（様式第２号－別添）経営計画

省エネ化の場合…①、省力化の場合…②

3 ○ （様式第３号）誓約書

4 ○ （様式第４号）支援機関確認書

5 ○ （添付）直近期分の財務諸表

6 ○ （添付）対象経費の積算根拠となる参考見積書

7 ○ （添付）履歴事項全部証明書（個人の場合は住民票の写し）

8 ○ （添付）導入予定設備の仕様書、カタログ等

9 ○ （添付）通帳見開きの写し※補助金振込先口座の確認のため



（様式第２号）

商業・サービス産業経営革新事業費補助金（省エネ設備更新枠）事業計画書

１ 応募者について

※(1)の法人番号欄には 13 桁の法人番号を記載してください。法人番号を持たない個人事業者は記載不要です。
(6)の従業員数の欄には、パート・アルバイト・派遣社員等を含む従業員の数を記載してください。
(7)の主たる業種の欄は、日本標準産業分類の大・中・小分類を確認し記述してください。

(１) 応募者（会社名・屋号） 株式会社○○○

（法人番号） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

(２) 代表者役職・氏名 代表取締役 ○○ ○○

(３) 住所（所在地） 〒○○○－○○○○ 秋田市山王○－○－○

住民票住所（個人事業主のみ記載）

(４) 設立年月日 １９ＸＸ年 Ｘ月 Ｘ日

(５) 資本金（出資金） 10,000,000円

主要株主

株主名 株主住所 持株率

○○ ○○ ○○○○○○○○ 100%

(６) 従業員数
役員

従業員（人）

事務系 営業系 技術系 従業員合計

1 10 30 40

(７) 主たる業種 ○○○業

(８) 主な事業内容
※「○○を販売」「△△サ

ービスの提供」など具体

的に記述してください。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

(９) 連絡先

①担当者所属部署名

②担当者役職・氏名

③電話番号・FAX 番号

④E-mail アドレス

①総務課

②総務課長 △△ △△

③018-XXX-XXXX
④XXX@XXX.XXX.jp

個人事業主の場合は、上段に店舗住所、下

段に住民票住所を記載してください。

日本標準産業分類を参考にしてください。ご自

身の業種が、本補助金の対象外業種でないか確

認するようにしてください。

連絡先となる担当者について記載してください。



２ 事業内容と効果について

(１)実施場所
〒○○○－○○○○ 秋田市山王○－○－○

●●●●山王店

(２)事業の概要
・○○○○○○更新による省エネ化

・○○○○○○○導入による省力化

(３)実施期間 交付決定日 ～ 令和７年２月２８日

(４)対象設備の種類
☒省エネ化

☒冷暖房設備 ☒照明設備 ☒冷蔵設備

☐その他（ ）

☒省力化 （ セルフレジ ）

(５)現在の設備 数量 (６)導入予定設備 数量

冷暖房空調 A-0001 1 冷暖房空調 X-0001 1

冷蔵庫 B-0001 1 冷蔵庫 Y-0001 1

蛍光灯 80 ＬＥＤ 40

レジ C-0001 1 セルフレジ Z-0001 1

(７)事業による効果

※数値を用いて具体的に

記述してください。

※省エネ効果は、仕様書、

カタログ等に記載され

る数値を用いて合理的

に算出するようにして

ください。

(1)省エネ化・省力化の効果について
(消費電力の削減量、作業効率の向上等、今回の設備更新等によって得
られる効果を記載してください。）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

複数店舗で更新する場合

は、全ての住所を記載する

ようにしてください。

設備名と数量を記載してください。

行が足りない場合や、複数店舗で更新する場合は、別紙

を作成するようにしてください。



(2)実施計画（スケジュール）について
（設備導入のスケジュールや今後の省エネ達成に向けた取組のスケ

ジュールを記載してください。配置変更等を行う場合は、参考として

計画図面を別添してください。）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

(3)今般の電気等価格高騰の事業への影響について
(価格高騰が事業に与えている影響について、決算や直近の光熱費の
実績などから比較可能な形で記載ください。）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○



(4)今後の経営に与える効果
（月間の光熱費の削減見込みや当年度以降の決算に及ぼす効果等、更

新によって得られる経営全般への効果を記載してください。）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

(5)省エネ化・省力化の取組への意欲について
（エネルギー効率の向上や、人手不足の解消に向けた取組などについ

て、実績や今後の取組方針について、具体的に記載してください。）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○



３ 事業の収支計画

（１）収入の部 (単位:円)

※補助金の額は（３）補助金申請額と一致しているか確認するようにしてください。

（２）支出の部 (単位:円)

※消費税及び地方消費税は補助対象外となります。

※積算根拠となる見積書を添付してください。

（３）補助金申請額 (単位:円)

※1,000円未満の端数が生じた場合はその端数を切り捨てるようにしてください。また、算出した補助金額は、下限 100万円

から上限 1,000万円の範囲内であることをご確認ください。

区 分 本年度予算額

自己資金 3,337,000

補助金 5,133,000

その他（ ）

総事業費（税込） 計 8,470,000

区 分
総事業費

（税込）

補助対象

事業費

（税抜）

内訳

（税抜）

機械器具等導

入費

5,720,000 5,200,000 冷暖房空調 X-0001
¥2,000,000

冷蔵庫 Y-0001
¥500,000

ＬＥＤ

¥1,700,000
セルフレジ Z-0001

¥1,000,000
工事・撤去・処

分費

2,750,000 2,500,000 冷暖房空調 据付工事費・撤去費

¥1,000,000
冷蔵庫 据付工事費・撤去費

¥200,000
ＬＥＤ 据付工事費・蛍光灯撤去費

¥1,000,000
セルフレジ 設置・撤去費

¥300,000

計 8,470,000 7,700,000

補助対象事業費（税抜） × 2/3以内 ＝ 5,133,000

借入予定がある場合は明記してください。

（例）その他（○○銀行借入）

（３）補助金申請額 と一致するようにし

てください。

複数店舗で事業を実施する場合、各店舗毎に総事業費、補助対象経費を記載す

る必要はありません。全店舗の合算額を記載するようにしてください。

計算結果は千円未満切り捨てとしてください。

（２）支出の部 総事業費（税込）と一致

するようにしてください。



４ 審査において加点の対象となる取組の申請

次の各項目は、審査において加点を申請する場合に記入してください。

(１)賃金水準の向上に資する取組

（単位：千円）

※１ 給与支給総額は次の合計額となります。

・役員や従業員に支払われる給料、賃金及び賞与

・給与所得とされる手当（残業手当、休日出勤手当、家族（扶養）手当、住宅手当等）

注 人件費と異なり、給与所得とされない手当（退職手当等）や法定福利費、福利厚生費は含まない点にご注意ください。

※２ 各伸び率は、前期(N-1期)と比較した場合の増加率を計算し、小数点第２位以下切り捨てとしてください。

※３ 新規学卒者の初任給において、高卒、大卒等の区分を設けている場合は括弧内の欄に適宜記入してください。

(２)女性の活躍推進に資する認定及び表彰

※認定・表彰等を受けている場合はその書類を添付してください。

５ 経営計画

（様式第２号別添）を用いて作成・提出ください。

実績 計画

前期
(N-1期)

( 年 月期)

当期
(N期)

( 年 月期)

翌期
(N+1期)

( 年 月期)

翌々期
(N+2期)

( 年 月期)
N+3期

( 年 月期)
N+4期

( 年 月期)

給与支給総額(※1)

伸び率（％）(※2)
新規学卒者の初任給
（ ）(※3)
伸び率（％）

新規学卒者の初任給
（ ）(※3)
伸び率（％）

認定機関

認定・表彰名(※)

実績に対する認定や表彰等が加点対象となります。計画や宣言等

は加点対象となりません。

【給与支給総額の向上計画を記載する場合】

給与支給総額は、前期の決算書（個人事業主の場合は青色申告決算書（損益計算書））から次の金額を抜

粋し、合計額を記載してください。当期以降は前期の実績額を元に、将来の計画を記載してください。

給与支給総額に含まれる経費（例）

法人の場合 個人事業主の場合
（参考）
含まない経費

労務費のうち ⑳給料賃金 退職金
・給料手当（賃金） ㊳専従者給与 法定福利費
・雑給 ㊸青色申告特別控除前の所得金額 福利厚生費
・賞与
販売費及び一般管理費のうち
・役員報酬
・役員賞与
・給料手当
・賞与
・雑給



（様式第２号-別添①）※「省エネ化」の場合に提出

５　経営計画

（単位　千円）

実績

前期 当期 翌期 翌々期 3期後 4期後

（Ｎ－１期） （Ｎ期） （Ｎ＋１期） （Ｎ＋２期） （Ｎ＋３期） （Ｎ＋４期）

(R6年3月期) (R7年3月期) (R8年3月期) (R9年3月期) (R10年3月期) (R11年3月期)

① 売上高

② 売上原価

うち、エネルギー関連経費

③ 売上総利益（①－②） 0 0 0 0 0 0

④ 販売費及び一般管理費

うち、エネルギー関連経費

⑤ 営業利益（③－④） 0 0 0 0 0 0

⑥ 人件費（※1）

⑦ 従業員数（※2）

※１　人件費は次の①～③の合計額となります。

①　販売費及び一般管理費に含まれる人件費（役員報酬、給料手当、法定福利費、福利厚生費、賞与及び賞与引当金、

　　退職金及び退職給与引当金、雑給等）

②　売上原価に含まれる労務費

③　派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用

※２　従業員数は期末における正規・非正規を含めた実数（役員を含む）を記載してください。

※　前期は、決算書から記載してください。

計画

決算書記載の水道光熱費や燃料費を抜粋し記載してください。決算書のみでは確認で

きない金額を記載する場合は、その内訳書類も添付してください。

人件費は、（様式第２号）４　審査における加点事由について　にある「給与

支給総額」とは計算方法が異なる点にご注意ください。

千円単位であることにご注意ください。



（様式第２号-別添②）※「省力化」の場合に提出

５　経営計画

（単位　千円）

実績

前期 当期 翌期 翌々期 3期後 4期後

（Ｎ－１期） （Ｎ期） （Ｎ＋１期） （Ｎ＋２期） （Ｎ＋３期） （Ｎ＋４期）

(R6年3月期) (R7年3月期) (R8年3月期) (R9年3月期) (R10年3月期) (R11年3月期)

① 売上高

② 売上原価

③ 売上総利益（①－②） 0 0 0 0 0 0

④ 販売費及び一般管理費

⑤ 営業利益（③－④） 0 0 0 0 0 0

⑥ 人件費（※1）

⑦ 従業員数（※2）

⑧ 減価償却費

⑨ 付加価値額（⑤＋⑥＋⑧） 0 0 0 0 0 0

⑩ 一人あたりの付加価値額 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※１　人件費は次の①～③の合計額となります。

①　販売費及び一般管理費に含まれる人件費（役員報酬、給料手当、法定福利費、福利厚生費、賞与及び賞与引当金、

　　退職金及び退職給与引当金、雑給等）

②　売上原価に含まれる労務費

③　派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用

※２　従業員数は期末における正規・非正規を含めた実数（役員を含む）を記載してください。

※　前期は、決算書から記載してください。

計画

「一人あたりの付加価値額」が向上してい

るか確認してください。

千円単位であることにご注意ください。



- 1 -

（様式第３号）

誓約書

商業・サービス産業経営革新事業費補助金（省エネ設備更新枠）の応募にあたり、次のことに

ついて誓約します。

１．国税及び地方税について

（以下の該当する項目の番号を○で囲んでください。）

（１）応募日現在における国税及び地方税の滞納はありません。

（２）応募日現在において以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に

基づいて納付します。また、このことについての調査を貴職が行っても異議はありません。

※ 課税庁が認めた納入計画を添付してください。

２．県及び公的金融機関等からの融資について

（以下の該当する項目の番号を○で囲んでください。）

（１）応募日現在において県及び公的金融機関からの融資は受けていません。

（２）応募日現在における県及び公的金融機関からの融資を受けていますが、債務の不履行はあ

りません。

（３）応募日現在において以下のとおり債務の不履行がありますが、今後、債権者の了承した返

済計画に基づいて返済します。また、このことについての調査を貴職が行っても異議はあり

ません。

※ 債権者が認めた返済計画を添付してください。

３．反社会的勢力の排除について

次の各号のいずれかに該当する者ではありません。

一 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

二 暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

三 暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景

に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器

等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以

下同じ。）

四 暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若し

くは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積

極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴

税金名 課税年度 納期 滞納額（千円） 今後の納付計画

債権者名 借入年度 納期 不履行額（千円） 今後の返済計画
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力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）

五 総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれ

があり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

六 社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利

益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

七 特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な

繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）

八 前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者

イ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること

ロ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められるこ

と

ハ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って前各号に掲げる者を利用したと認められること

ニ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認め

られること

令和６年５月ＸＸ日

秋 田 県 知 事 あ て

〒 ＸＸＸ－ＸＸＸＸ

住 所 秋田市山王○－○－○

名 称 株式会社○○○

代表者職・氏名 代表取締役 ○○ ○○

誓約書作成日を記載してください。日付は、応募日以

前の日としてください。
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（様式第４号）

令和６年５月ＸＸ日

秋 田 県 知 事 あ て

【支 援 機 関】

住 所 秋田市■■■－■－■

名 称 ■■■■■■

代 表 者 名 会長 ■■■ ■■■

商業・サービス産業経営革新事業費補助金（省エネ設備更新枠）の

事業計画に係る確認書

下記の事業者が作成した事業計画書について、以下のとおり事業計画の内容や効果等に妥当性が

認められることを確認します。

また、当該申請者が本事業を円滑に実施できるよう事業実施期間中、その支援に責任を持って取

り組みます。さらに、採択後も円滑に補助事業が終了し事業化できるよう、事業者のニーズを踏ま

え、一貫した伴走支援体制に取り組みます。

記

１．事業者名 株式会社○○○

２．支援機関担当者名 □□ □□

３．支援機関電話番号 XXX-XXX-XXXX
４．支援機関担当者メールアドレス aaaaaa@aaa.aaa.jp
５．確認事項

評価事項 支援機関としての意見・見解

１ 取組の内容に関する妥当性

① 省エネルギー化又は省力化の効果と計画の実現

性は高いか

○○○○○○

② 省エネルギー化又は省力化の費用対効果は高い

か

○○○○○○

支援機関確認書

支援機関に確認いただいた日を記載ください。日付

は、応募日以前の日としてください。

１．補助金申請者名を記載ください。

２．伴走支援を担当する方の氏名を記

載ください。

３．４．伴走支援を担当する方の連絡

先を記載ください。
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注１ 本確認書での「支援機関」とは、県内に支店を有している金融機関及び県内商工団体です。

注２ 「支援機関の意見・見解」の欄には、本取組の事業計画に関して、支援機関としての意見や見解を記載してください。

注３ 上記の代表者名欄に記入する氏名は、本書を確認する支援機関の内部規定等により判断してください。

注４ 本確認書は融資の確約を前提としたものではありません。

注５ 支援機関は、本事業を円滑に実施できるよう当該申請者の事業について精算手続まで一貫した支援を行ってください。

２ 取組の効果に関する妥当性

① 事業主体が電力等価格高騰の影響を受け、取組

の必要性が高いか

○○○○○○

② 取組が今後の経営にどのような影響を与えるか
○○○○○○

３ 省エネルギー化又は省力化への取組意欲

① これまでの省エネルギー化又は省力化への取組

や、今回の申請計画から、事業主体が省エネル

ギー化又は省力化に意欲的であるか

○○○○○○

４ 地域への波及効果

① 近隣事業者が導入しやすい、モデル性のある取

組であるか

○○○○○○

５ その他

① 資金計画（金融機関からの理解が得られている

等）に関して、確実に実行可能であるか

○○○○○○

② 取組は賃金水準の向上に資するか、計画内容は

妥当か

○○○○○○

③ その他特出すべき事項があれば記入してくださ

い

○○○○○○


